
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

平成２１年６月１５日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究種目：若手研究（B） 
研究期間：2006～2008 

課題番号：18730123 

研究課題名（和文） 欧州共通農業政策成立の史的研究：欧州統合成立史の再検 

研究課題名（英文） Historical Studies of the Formation of European Common Agricultural 

Policy: Re-examining for the History of European Integration in 

Formative Years 

研究代表者 

川嶋 周一（KAWASHIMA SHUUICHI） 

明治大学・政治経済学部・専任講師 

研究者番号：00409492 

 
 
 
研究成果の概要： 
1950 年代に西欧各国で協議された農業統合交渉は、一度目の交渉（プールヴェール交渉）の決
裂の後、欧州経済共同体（EEC）の設立交渉であるローマ条約交渉において復活した。ローマ
条約交渉の中で復活した農業統合は、加盟国の利害を包括する形で成立し、共同体における再
分配構造の成立の契機となる。他方で、以後協議される具体的な共同体政策の制定過程の中で、
コミトロジー手続きが定められ、農業統合のメカニズムは欧州共同体の統治構造の中に刻印さ
れることとなった。 
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１．研究開始当初の背景 
本科研費研究を開始した 2006 年は、通貨

統合を果し東方に拡大したヨーロッパ連合
（EU）が、フランスおよびオランダ両国に
おける憲法条約批准交渉の破綻によって、統
合をいかに進めていくのかが論議され始め
た年だった。欧州諸国は、後戻りできない欧
州統合というプロジェクトをいかに進めて
いくのかという「熟考の時期」を迎えていた。
我が国でも、EU をモデルに、東アジア共同
体構想が語られつつあったが、ヨーロッパ統

合の射程を考える際には、歴史的な視座が不
可欠である。しかし、我が国の EU 研究の多
数は現状の政策分析か経済分析に留まり、他
方で戦後ヨーロッパ史は、欧州統合を歴史学
の対象にするまでには至っていない。さらに、
欧州統合の成立過程は、ECSC・EEC・EC・
EU を直線的に結ぶ超国家的な制度発展史
に単純化されている。そこでヨーロッパ統合
の成立過程に関し、実証的な史的アプローチ
に基づく再検討作業に関わる研究に着手す
ることにした。 



 
２．研究の目的 
EU には、1952 年に成立した欧州石炭鉄鋼
共同体（ECSC）と、1958 年に成立したヨ
ーロッパ経済共同体（EEC）という二つの機
構的原点が存在する。1950 年代に誕生した
この二つの機構の間には、連続性と断続性の
両側面が存在する。本研究の目的は、この時
期における欧州統合成立史の再検討を行う
ことに加え、EEC 成立期に登場した統合メ
カニズムが、その後の欧州統合の発展形態に
果した影響をも考察することである。 
具体的には、EEC における共通農業政策

（CAP）の史的成立の過程と要因を、EEC 成
立以前の国際農業交渉を基点として、オラン
ダ、西ドイツ、フランスの三国の国際交渉の
分析を通じて明らかにすることを目的とす
る。 

CAP 成立史研究を行う目的は、以下の三
つに整理することができる。 
第一に、農業統合の試みは 1950 年代に進

められたが、農業はむしろ統合の試みでは傍
流に思われていた。石炭鉄鋼や防衛と言った
領域における統合の試みが統合の本流と思
われていたが、しかし後に初の欧州共通政策
として成立する農業政策がいかに試みられ
たのかを明らかにすることは、欧州統合成立
過程を重層的に再検討することにつながる。
したがって、欧州農業統合史の検討によって
統合史の成立過程を重層的に理解すること
が可能になる。 
第二に、CAP は、1940 年代後半以降幾度

となく続いた、冷戦と欧州統合が交錯する多
国間交渉の末に成立した政策であるので、
CAP 成立史研究は、欧州統合成立期におけ
る外交研究と国内政治経済研究の結節点を
形成することである。 

第三に、農業分野は、二重の意味で欧州統
合に独特の重みを与える政策分野である。そ
れは第一に、EU の直接的な機構的出発点で
ある欧州経済共同体（EEC）における最初の
共通政策となったこと、そして第二に、共通
農業政策で培われた政策過程と共同体の行
政統治メカニズムが、EEC が EU へと深化す
る際に、他の政策分野に波及していったこと
である。それ故、共同体成立期における統合
メカニズムの生成と、成立後の統治メカニズ
ムの発展を一つの射程に置くことで、欧州統
合成立史の再検討は、成立過程で誕生した統
治メカニズムが、いかにその後の統治構造に
刻印されていくかを明らかにすることでも
ある。 
このように本研究は、農業というフィルタ

ーを通して、欧州統合の成立過程を、政治外
交と経済領域の二つの側面から再検討し、欧
州統合の成立を再検討し、そして以後の統合
の展開への刻印がいかなるものだったのか

を明らかにすることを目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
本研究は、一次史料の重視、マルチアーカ

イブ、政治と経済の複合的なアプローチとい
う三つの研究上の方法に基づいて進められ
た。第一の一次史料の重視に関しては、第二
次大戦後の国際関係史研究においては、未公
刊の一次史料を基にした実証的な歴史学的
アプローチが、欧州各国の研究では取り組ま
れており、本研究においても、このような一
次史料を基礎として実証的な研究に取り組
んだ。 
第二のマルチアーカイブの方法について

は、本研究が国際農業交渉を研究対象にして
いることから、取り扱う対象国家が、少なく
ともフランス、ドイツ、オランダの三カ国に
わたることから必要とされる。この方法をと
ることで、これらの複数の外交文書をつき合
わせながら、重層的な国際交渉の全体構造を
明らかにする。 
第三の政治と経済の複合的なアプローチ

の点に関しては、農業交渉は農業と言う国民
経済上重要なセクターに関する経済統合交
渉であるため、経済史的な分析が不可欠であ
る。しかし同時に、本研究の最終目標が、農
業統合がその後の欧州統合の統合メカニズ
ムに与えた影響を考察するという政治学的
な分析を行うことである。それゆえ、農業統
合の分析は、以上のような政治と経済の複合
的なアプローチに基づいて行う。 
 
 
４．研究成果 
本研究の遂行結果、以下のような成果を得

ることとなった。 
第一に、1962 年に最終的な具体的規定の

策定に至る農業統合のプロセスは、1950 年
代における二つの国際農業交渉の経緯に大
きく依存しているということである。すなわ
ち、第一の交渉であるプール・ヴェール交渉
における欧州大の交渉の結果、この交渉自体
は各国の利害対立が激しく失敗に終わるも
のの、各国の農業統合に対する基本スタンス
が明確になったことと、農業統合の問題点を
可視化することに寄与した。第二の交渉であ
るローマ条約交渉では、参加国の対立が激し
く、しかし実現に向けた具体的な取り組みが
この段階で合意されることで、58 年に成立す
る欧州経済共同体の枠組みで、まず農業統合
が最初に取り組まれる方向性が定められる
こととなった。 
第二の成果は、農業統合を欧州統合の枠組

みに取り入れることこそが、欧州統合のメカ
ニズムそのものに大きな影響を与えたこと
を明らかにしたことである。ローマ条約成立



交渉において、農業統合と共通市場統合の兼
ね合いが議論され、農業統合の概要が参加各
国の利害を包括する形で定められた。それゆ
え、農業統合は加盟国の利害の再配分的シス
テムとして成立することとなった。 
第三の成果は、農業統合の具体的政策とな

る 62 年の共通農業政策（CAP）の策定過程
において、後の欧州統合政策の特徴的な政策
過程であるコミトロジー方式が確立したこ
とを明らかにしたことである。このコミトロ
ジー方式の確立により、欧州共同体は委員会
と加盟国の両者が中心となる楕円形の政治
的統治体として発展することとなった。 

第四に、以上の様に、その成立過程が史的
展開の末に誕生し、そして以後の統合構造に
大きな影響を与えた農業統合成立のプロセ
スは、欧州統合の成立過程において決して傍
流に過ぎなかったのではないことを明らか
にした。つまり、農業統合のダイナミズムは、
統合そのものを大きく左右し、石炭鉄鋼領域
や安全保障の領域と合わせて、複合的に欧州
統合を成立に導いていったのである。 
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